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1. はじめに 

 
都心部の交通混雑を緩和するための新たなプライシン

グ政策としてエリア型課金デポジット制度 (APD, 仮称) 
を提案する．料金変化により交通混雑の解消を目指す施

策は多いが，既存の料金の値上げ・新規課金の導入は，

利用者の反対に直面し，一般に導入は困難とされている．

例えば，高速道路の社会実験はもっぱら料金割引のみが

対象となっている．しかし，料金値上げを回避していて

は施策の効果は限定的なものとなっている可能性が高い． 
筆者の一人は，先に，ピーク・ロード・デポジット制

度 (PLD) という新たな課金スキームを提案している1)．

本稿では，その制度と原理的には類似しているが，都心

部の限定された地域への適用を念頭においた，新たな施

策を提案する．  
本研究では，この施策を評価するための一つのネット

ワーク・モデルとして，一週間単位のトリップ・チェイ

ン (以下TC) を考慮した交通均衡モデルを提示し，今後

の研究展開などを議論する． 
 

2. 新しいプライシング施策に関する先行研究レビュー 

 
 混雑課金政策については，それが社会全体で見ると望

ましい状態を導くと主張されても，課金により利用者の

負担は増加するため，導入には住民の反対が避けられな

い．ここでは，政策の受容性の向上等を目的として，最

近新たに提案されてきたプライシング施策に特に着目し

ながら，関連の先行研究をレビューすることを試みる． 
DeCorla-Souza 2) は，FAIR (Fast and Intertwined Regular) 

レーンと呼ぶ新たな仕組みを提案している．FAIRレーン

とは，まず道路区間を「高速レーン」と「通常レーン」

に区分する．そして高速レーンでは，動的に変化する課

金がされる．その一方で，通常レーンを走行する車両に

は，同時刻の課金額に基づくクレジットが与えられると

いう仕組みである．このクレジットは，それを累積する

ことで，翌日以降，高速レーンの料金や，公共交通機関

の料金として利用できるという仕組みである． 
Daganzo 3), Daganzo and Gracia 4) は，課金と割当制の組

み合わせによるパレート改善型混雑課金について単一ボ

トルネックを対象に分析している．早崎・赤松 5) は，一

般ネットワーク上で，彼らのモデルを経路選択行動に応

用した分析フレームを提示している．Nakamura and 
Kockelman 6) は，San Francisco Bay Bridge を対象に

Daganzo 3) モデルの実証研究を試みている．これらの研

究では，利用者を，課金を支払う必要の無いグループと

支払う必要があるグループの 2つに分け，課金によって

もすべての利用者の効用水準が向上するような仕組みを

探っている．ただ，これらの研究では，どのように課金

対象利用者を2 つのグループに割当てるかについては，

研究の焦点とはなっていない． 
また，クレジット型混雑課金という政策も提案され，

実都市圏での分析も進められている 7), 8), 9)．この課金シ

ステムは，対象都市圏で登録された車両の所有者に，月

単位で交通補助金がクレジットとして支給され，利用す

る道路区間の混雑外部不経済に応じた額が，クレジット

から差し引かれていくという仕組みである．混雑課金の

収入総額が，車両保有者に均等に分配され，課金の一部

を相殺しているとみなすことができる．  
さらに駐車デポジットシステムと呼ぶ新たな課金政策

も提案されている．これは，課金対象地域に流入する全

車両に対し，一時的に課金を徴収するが，地域内で買い

物また駐車場に駐車したドライバーには，それらの代金

の一部に充当するように，課金分から返金が行われると

いう仕組みである． このシステムは，受容性の向上を目

指した課金政策の一例であり 10)，大規模なモデルを用い

た導入評価も行われている 11)． 
関連した最近の研究では，ボトルネック通行権取引制

度 12), 13) が提案されている．この制度は，特定のボトル

ネックを特定の時刻のみに通行できる権利を道路管理者

が設定・発行し，その通行権を道路利用者が市場で自由

に売買取引するものである．この制度は，需要関数など

の利用者情報を利用せずに，渋滞の解消を目指すという，

大変興味深いシステムであるが，今すぐに実装できる制

度ではないであろう． 
これらに対して，円山 1) は，以下のような新たな課金

制度を提案している．  
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ピーク・ロード・デポジット制度 (PLD) 

ピーク時の料金値上げを実施するが，その値上げ

分を利用者にデポジットとして付与し，そのデポ

ジット額は，そのまま翌日以降のオフ・ピーク利

用時の料金の割引に使用できるとする． 
 
この制度は，利用可能時間を限定しながらも，料金値

上げ分を利用者に完全に還元することで，受容性が高い

プライシング施策を目指している．同時に，ピーク時利

用者について，1 週間のうち数日のみをオフ・ピーク利

用に転換してもらうことで，ピーク時の混雑緩和を目指

す施策である．ETC や IC カード型乗車券の仕組みを少

し改良すれば，既存の交通施設を利用しながら，すぐに

実装できる点が特徴である． 
 

3. エリア型課金デポジット制度の提案と本研究のモデ

ルの基礎となるトリップ・チェイン均衡モデル 

 
本研究で提案するエリア型課金デポジット制度 

(APD) は，まず，既存のコードン/エリア課金と同様に，

都心部に課金対象地域を設定する．その課金区域を目的

地とする公共交通機関は整備されており，課金区域の外

で自動車から その公共交通機関に乗り換えることので

きるPark & Ride (P&R) 駐車場も整備されるものとする．

そして，以下のような課金・デポジット制度を設計する． 
 
エリア型課金デポジット制度 (APD) 
課金区域に流入する車両に，流入毎 (or 1 日単位) 
に課金を行う．ただし，その課金の全額または一

部は，その車両 (もしくは個人に) デポジットされ，

その額は，翌日以降，対象地域流入時の公共交通

機関，P&R駐車場の料金の一部に充当できる． 
 
この制度は，先述した駐車デポジット制度 10), 11) の考

え方と一部類似するところがあるが，複数日での課金・

返金を行っている点が最大の違いである．各利用者がト

ータルで支払う課金額はデポジットによって異なること

になる．利用者の金銭負担増加を限定しながら，都心部

の混雑の緩和を期待する施策である．  
一般に，コードン/エリア課金のどちらも，都心部に課

金区域を設定することで，その地域を目的地とする魅力

が低下する可能性が指摘されている．実際，エリア課金

が導入されたロンドン都心部の店舗の売り上げ減も報告
14), 15) されている．それに対して，今回提案するAPDは，

例えば，ある週末に都心に自動車で買い物に来た利用者

が，次の週末にも公共交通機関を利用して再度都心に来

る効果が期待できる．また,平日，車で都心に通勤 (or 業
務活動) している人が，週末家族と都心に公共交通機関

で買い物に来る効果も期待できる． 

デポジットの技術的実現方法としては，まずは，ETC 
の利用が考えられる．ETCにデポジットされた額を，公

共交通機関事業者に移管する仕組みを構築する必要があ

る．同一交通機関での課金・返金を前提としたPLDより

は，少し複雑な制度になる．ただし，基本的に，すべて

の関係者にメリットが生じうる仕組みなので，この実現

は不可能ではないと思われる． 
他の方式としては，課金時は，流入車両の一台単位で

課金するが，デポジットは，個人のGPS機能付携帯電話

に，個人単位で与えるというアイディアもある．車両単

位で課金して，デポジット (インセンティブ) は個人に

という考えである．この場合でも，コードン/エリア型課

金であれば，自動車利用が増えることは考えにくく，ま

た，その方式が，インセンティブとなり相乗りが増加す

れば，それは社会的にプラスとみなせよう． 
 
以下，本研究では，筆者らが先行研究 16), 17), 18) で構築

した TC 型ネットワーク均衡モデルを改良することで，

この制度の評価モデルの一試案を示していく． 
筆者らの先行研究 16), 17) のモデルは，まず，TCを一日

単位で，人が一連の活動を行うために必ず経由するノー

ド集合で定義している．一日の移動を完結するためには，

そのノード集合を経由しての，さまざまな経路がありう

るが，それらの経路を TC 経路とその研究では定義して

いる．そして，エリア課金が非加法型 TC 経路コストと

して表現できることを明らかにしている．そして，それ

を考慮したモデルには，以下のような等価最適化問題が

存在することが示されている 16), 17)． 
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ここで， 

ax  : リンク aの交通量;  
(.)at  : リンクa のリンクコスト関数; 

τ   : (所要時間単位に変換された) 課金額;  
m
ng  : TC n におけるTC経路 m の交通量; 

M   : 課金されるTC経路集合; 

nh  : TC nの交通量; 
1(.)nD− : TC n に対応した逆需要関数; 

,
m
a nδ  : TC n におけるTC経路 m にリンク a が含まれ

れば1, それ以外では0を取る変数; 
とする．  
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4. １週間単位の時空間ネットワーク均衡モデル 

 
(1) １週間単位の時空間ネットワーク 

さて，デポジットによる効果を分析したいため，1 週

間単位の利用者の行動とそれによる交通均衡を考える．

この単位を 1 ヶ月・1 年単位等と読み替えても，以下の

議論に本質的な差は生じない． 
まず，対象都市圏のネットワークを一週間の各曜日に

対応するように複製したものを準備する．デポジットに

よる料金値下げ対象とする公共交通機関も含めて， 
P&R の利用も考えることのできる，Mixed モード型の

ネットワークを想定する 19)． 
ある一日のトリップのネットワークの終点ノードを翌

日のネットワークの起点ノードにつなげる．これを繰り

返すことで，図-1のような時空間ネットワークが構築さ

れる．この図では単純ため，1ODペアの場合を示してい

るが，複数OD ペアを考慮する場合にも，本研究のモデ

ルは適用できる．また，1 日のトリップ・チェインを考

えることもでき，本来そのほうが自然であるが，説明を

単純にするため 1ODペア別につなげた図を示している． 
 

(2) 利用者の行動・均衡と支払い料金額 

各利用者は，交通時間，交通費用をもとに，1 週間単

位の時空間パス (Weekly-based Time-Space Pass; 以降，

WTSP) の最適な選択行動を行うものとする．  
また，1 週間単位の時空間チェインを WTSC (Week-

ly-based Time-Space Chain) と表記する．このWTSCは，

先述した TC 型ネットワーク均衡モデルにおける TC に

相当するため，そのモデルと同様な枠組みが適用できる．  
以下，説明を容易にするため，課金対象が一地域の場

合を考える．そして，課金区域への流入料金は，基本料

金 1τ であるとし， 公共交通機関 (P&R駐車場含む) の
料金は， 2τ であるとしよう．1週間のうち，対象地域へ

の自動車での流入回数を X , 同じく公共交通機関での

流入回数をY とする．ここで，「課金パターン」として，

1 週間あたりの総支払い額によってWTSP を分類する変

数 p を導入する．この p は，X, Y に依存するので，

( , )p X Y  と記述できる． 
1 週間単位の利用者の選択行動が繰り返された結果，

定常状態に達し，その均衡状態を記述すると考える．す

ると，1週間で支払う自動車の流入料金の総計は， 1Xτ と

なる．公共交通機関利用時の料金の総計は，デポジット

分 1Xτ  が一部充当できることを踏まえると，  
 2 1max.(0, )Y Xτ τ−  (5) 
と表現でき，結局，課金パターンpの 1週間合計の料金

支払い額 pτ  は， 
 ( , ) 1 2 1max .(0, )p X Y X Y Xτ τ τ τ= + −  (6) 
と表現できる． 
 
(3) 等価最適化問題 

本モデルは，先行研究の TC 型モデルを改良したもの

であるので，以下のような等価最適化問題が構成できる． 
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ここで， 

,l kf  :  WTSC l , WTSP kの交通量; 

pM   :  課金パターン p が賦課される WTSP集合; 

pτ  : 課金パターン pの一週間合計の料金支払い額;  

lq  :  WTSC lの交通量 (所与); 

,
k
a lδ  :  WTSP k にリンク a が含まれれば 1, それ以

外では0を取る変数; 
とする． 
 
(4) アルゴリズム 

アルゴリズムも先行研究 16), 17) と同様に部分線形化法

が利用できる． ,l kf のうち課金パターン p が賦課される

交通量の合計を 
 , , , ,

p

l p l k
k M

d f l p
∈

= ∀∑ , (11) 

と定義すると，式 (7) は，WTSP変数を利用せずとも表

現でき，大規模ネットワークでも計算可能となる． 
 
5. 議論と今後の展開 

 
PLD と APD の課金額の設定については，以下のよう

な点が，共通して指摘できると思われる． 
シンガポールの都心課金システム (紹介として，例え

ば，20), 21)) のように，数ヶ月ごとに，前期間の区域内

図-1 1週間単位の時空間ネットワーク 

origin 

DAY 1 DAY 2 DAY 3 DAY …

課金区域 課金区域 課金区域 
destination 
/origin 

destination 
/origin 公共交

通機関 
公共交

通機関
公共交

通機関 
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の平均速度を元に，時間帯別の料金を変更するという制

度が有効に機能しうる．PLDであれば，ピーク時に混雑

が発生しない程度まで，APD であれば，区域内に混雑が

発生しない程度に，課金額を値上げするという考えであ

る．かなりの高額の値上げになる可能性もあるが，デポ

ジットとして，利用者に一部を還元する仕組みを作るこ

とで，受容性も高まると考えられる． 
関連して，正確な需要関数の情報なしに，試行錯誤的

に課金額を変更するという課金システムについての研究

は，Yang et al. 22) をはじめとして，数多くされている 23), 

24), 25), 26)．これらの研究を参考に，PLD，APD の課金額

の設定を，試行錯誤的に実行しても，次善のシステム最

適状態に導けるのかについての理論分析，また，より急

速に最適状態を導く方法 27) についても検討したい． 
また，PLDの場合は，デポジット額を何日後のオフ・

ピークの割引に用いるのかは，利用者の自由な選択に任

されている．APD についても同様なことがいえる．前者

は，ピークとオフ・ピークの需要の時間分散を，後者は，

手段間等の需要分散施策を，複数日にまたがる課金シス

テムで実現している．このことは，例えば，既存の割当

制 3), 4), 5)，あるいはナンバープレート規制のように，利用

者への課金 (or 通行規制) の有無を強制的に行う施策よ

りも，社会的に効率的といえる可能性が高い． 
さらに，一般的な最適課金として知られるネットワー

ク上の全リンクへの限界費用課金と比べて，本制度は次

善課金の一種類といえる．この場合，最適課金による社

会的余剰の最適値と比較して，本制度がどの程度効率的

といえるのかどうか，限界があるのかどうかを，実証的

に明らかにしておく価値は高いと思われる． 
これらの点について，今後分析を進めたい． 
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